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第 4章 施策の内容 

第１節 大柱Ⅰ 防犯力の向上 

犯罪のない安全安心なまちづくりの原点は、「自分たちのまちは自分たちで守る」です。

市民一人ひとりが防犯意識を持って行動することや、市民、事業者と市とが、お互いに

連携、協力を深めながら一体となり、防犯活動を推進することが重要です。 

指 標 現状値 目標値 

市内刑法犯罪発生件数 945（R7） 794（R18） 

 

 （１） 地域防犯力の強化 

犯罪のない安全安心なまちづくりの実現を目指し、地域におけるリーダーを中心とし

た各種防犯パトロールや、防犯活動リーダーの養成と併せ、自主防犯組織相互の情報共

有化を進めます。 

① 自主防犯活動の推進 [領域性][監視性] 

市民 

市民団体 

・自主防犯組織（町会等）によるパトロールの実施 

・危険箇所の安全点検の実施 

・防犯パトロールカーを用いたパトロールの実施 

・ながら見守りの実施 

・個人の身の回りの防犯対策 

・地域の清掃活動やあいさつ運動を通じたコミュニティの醸成 

市 
・自主防犯組織に対する支援（防犯資機材の貸与や傷害保険加入） 

・青色防犯パトロール講習会の開催 

② リーダーの養成 [領域性][監視性] 

市民 

市民団体 
・リーダーの呼びかけや活動への積極的な協力 

市 
・自主防犯活動リーダー講習会の開催 

・広報等を通じてリーダーとしての自覚や周囲からの理解促進 

 

 （２） 子どもの安全確保 

子どもに対する声かけ事案や不審者から子どもたちを守ることと併せ、少年非行の低

年齢化や凶悪化を防ぐためにも、家庭・地域の中での青少年の健全育成や学校における

防犯教育、防犯機器等を活用した安全安心な環境整備を進めます。 

また、子どもに対する声かけ事案への対応としての通学路の安全対策など、総合的な

防犯対策に取り組みます。 
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① 家庭・地域における青少年健全育成 [監視性][抵抗性] 

市民団体 

市民 

・青少年健全育成推進団体によるパトロールの実施 

・「110番三角旗」活動の推進 

・家庭における子どもへの教育（社会の中でのマナー等） 

市 
・青少年健全育成推進団体に対する支援 

・関係団体や地域との協働 

② 通学路の安全対策の強化 [領域性][監視性][抵抗性] 

市民 

市民団体 
・自主防犯組織等と連携した見守り活動 

市 

・防犯ブザーの配布  

・登下校時の安全指導の実施 

・通学路の安全点検の実施 

・スクールガード・アドバイザーやスクールガード・リーダーの配置 

・地域安全マップの作成 

・防犯環境の整備 

（街路の樹木剪定や草刈り、車止めや公園灯等の安全施設の設置） 

 

 （３） 事業者等の防犯対策の推進 

事業者が、地域と一体となった防犯活動を推進するため、事業活動に関し犯罪の防止

に必要な措置を講ずるとともに、従業員や施設を含めた防犯対策に取り組みます。 

① 従業員への防犯知識の普及・啓発 [領域性][監視性][抵抗性] 

事業者 ・東入間防犯・暴力排除推進協議会への加盟の促進 

市 
・防犯に関する啓発チラシの配布 

・事業者による「ながら見守り」の周知啓発【新規】 

② 施設の防犯対策 [領域性][監視性][抵抗性] 

市 

・事業者に対する防犯に配慮した施設や設備等の重要性・必要性についての

広報・啓発 

・警察等と連携した自転車防犯対策の啓発 
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 （４） 防犯知識の普及 

「領域性」「監視性」「抵抗性」の強化を進めるためには、地域コミュニティ活動の活性

化や市民一人ひとりの防犯意識の高揚が重要です。 

市民一人ひとりの防犯意識を高めるため、多様な手法を活用し、犯罪情勢に応じた啓

発に取り組みます。 

① 多様な手法を活用した啓発 [領域性] [監視性][抵抗性] 

市 

・広報富士見、市ホームページ、電光掲示板、各種 SNS 

・出前講座 

・防災行政無線等を活用した呼びかけ 

・自主防犯組織、事業者と連携した街頭キャンペーン 

・啓発品の配布 

② 犯罪情勢に応じた啓発 [領域性][監視性][抵抗性] 

市 

・自転車防犯対策の啓発 

・自動車防犯対策の啓発 

・住宅防犯対策の啓発 
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第2節 大柱Ⅱ 防犯環境の整備 

犯罪を防止するためには、犯罪を行う機会を与えないことが重要です。 

市では、犯罪を起こさせにくい環境整備を進めるとともに、ＩＣＴ（情報通信技術）を

活用した防犯の取り組みについて研究を進めます。 

指 標 現状値 目標値 

市内街頭犯罪発生件数 339（R7） 285（R18） 

 

 （１） 監視性の高いまちづくり 

安全で安心なまちづくりを進めるためには、犯罪を行う機会を与えない環境を整備す

ることが重要です。 

道路、公園などの公共施設や空き家など、街頭での犯罪を起こさせにくい環境の整備

を推進します。 

①  道路、公園等の防犯対策 [領域性][監視性] 

市 

・防犯灯の維持管理 

・公園灯の設置や見通しを確保するための定期的な樹木の剪定 

・商店会が管理する街路灯に関する支援 

・市営駐車場、自転車駐車場における防犯設備の適正な維持管理 

・不法投棄パトロール【新規】 

② 空き家等の適正な管理 [領域性] 

市 
・空き家等の所有者等に対する適正な管理に関する周知 

・空き家を狙った侵入盗対策の周知啓発【新規】 

 

 （２） 防犯機器（防犯カメラ等）の普及 

「監視性」を確保するためには、防犯パトロールなどのソフト面の防犯対策に加え、

犯罪の抑止効果が期待される防犯カメラ等の防犯機器を活用したハード面の防犯対策の

整備、普及を進めることが重要です。 

市では、設置している防犯カメラの有効活用や適正な配置の検討と併せ、地域団体に

よる防犯カメラ設置の支援、その他防犯機器の活用のための施策を推進します。 

① 防犯カメラの有効活用 [領域性][監視性][抵抗性] 

市 
・防犯カメラの設置 

・地域団体（町会、商店会等）による防犯カメラ設置への支援 

② その他の防犯機器の普及 [領域性][抵抗性] 

市 
・防犯機器（センサーライトや二重ロック等）による効果の周知、普及のため

の啓発 
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第3節 大柱Ⅲ 包括的な支援 

高齢者、子ども、女性、若者など犯罪被害のリスクが高い方を犯罪被害から守るとと

もに自らの安全を確保していく上での必要な知識、ＩＣＴの普及によるインターネット

やＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を悪用した犯罪者から身を守るた

めの知識の普及や啓発など、対象別の防犯対策に取り組みます。 

また、犯罪の被害に遭われた方々が再び平穏な生活を営み、安心して地域で暮らせる

よう、心無い誹謗中傷等による二次的被害への対策に取り組みます。 

防犯対策や犯罪被害者等への支援のため、関連機関との情報共有を進めます。 

指 標 現状値 目標値 

住んでいる地域の防犯意識が高いと感じる市民の割合 34.9％（R8） 45％（R18） 

 

 （１） 対象者別防犯対策の推進 

高齢者、子ども、女性、若者などの対象者ごとに被害を受けやすい犯罪の傾向が異な

ることから、それぞれの特性やニーズに応じた防犯対策を推進します。 

① 子どもに対する防犯教育 [抵抗性] 

市 
・児童、生徒が自分の安全を守る能力を高める防犯教育 

・防犯意識向上と非行防止及び闇バイト等犯罪加担防止に関する教育【新規】 

② 高齢者等を狙った特殊詐欺・悪質商法等対策 [抵抗性] 

市 

・民生委員等による高齢者世帯訪問時における啓発 

・地域包括支援センターによる高齢者世帯訪問時における啓発【新規】 

・納税通知書の封筒や同封チラシによる啓発【新規】 

・市民による特殊詐欺、悪質商法等対策に対する支援 

・高齢者への消費者被害防止を図るための周知啓発【新規】 

・青色防犯パトロールカーによる巡回放送 

・防災行政無線を活用した注意喚起 

・警察と連携した街頭活動 

・自主防犯組織、地域と一体となった啓発活動 

・特殊詐欺防止ワークショップの啓発、活用【新規】 

③ 犯罪被害のリスクが高い方への防犯対策 [抵抗性] 

市 

・女性に対する暴力をなくす運動（パープルリボン運動）の実施 

・消費生活相談の実施【新規】 

・消費者被害防止のための周知啓発【新規】 

・障がい者施設への不審者対策等の啓発【新規】 

・若者に向けた闇バイト等の犯罪防止に関する啓発【新規】 
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 （2） 犯罪被害者等への支援 

犯罪被害者等の多くは、その権利が尊重されているとは言い難い現状があります。犯

罪の被害に遭われた方々が再び平穏な生活を営み、安心して地域で暮らせるようになる

ため、その方々の置かれた状況や心情に配慮した行政手続きの支援や、心無い誹謗中傷

等による二次的被害への対策が必要であることから、犯罪被害者等への支援を行います。 

① 総合的な相談支援体制の整備 

市 

・犯罪被害者等支援総合的対応窓口の周知 

・市ホームページ、リーフレット等による各種相談窓口や二次的被害防止の

周知啓発 

・見舞金の支給 

・担当課職員の研修参加機会の確保 

・事業者の責務への理解を深めることによる雇用安定 

・住民基本台帳事務における支援措置 

・DV相談、女性相談支援の実施及び支援 

・生活困窮に係る自立支援 

・生活保護法に基づく生活保護対応 

・包括的な支援 

・ひとり親家庭等への支援 

・子どもに関する相談支援 

・教育に関する相談支援 

・住宅確保要配慮者に対する支援 

 

 （3） 関連機関との情報共有 

犯罪のない安全安心なまちづくりを推進するためには、市、市民団体、市民、事業者及

び警察が相互に連携し協力することが重要です。 

市民、市民団体、事業者及び警察やその他の関係機関・団体と日頃から情報の共有や

提供を行うなど、団体間の連携を強化します。 

① 情報の収集と提供 [領域性] 

市 

・警察、関係団体、庁内における情報共有 

・重要犯罪情報の状況に応じた提供、発信 

・自主防犯活動団体等の情報共有と連携強化 

・東入間防犯・暴力排除推進協議会への参加 

 

 


